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1. はじめに
1950年代から 1960年代にかけてめざましい経済成長を遂げ、たイタリアは， 1969年の「暑い秋
(l'autunno caldo)J といわれた労働側の大攻勢以降， 1973年の石油ショックとあいまって，
15年にわたる不況期を経験した。このような事態は，当時， r経済危機」とか「イタリア病」
とか云われ，一時は，これが世界的恐慌の引きがねになるのではないかと危倶されるほど，極
めて深刻なものであった。
しかし， 1980年代初期をさかL、に，最近の数年間は，経済成長は 3%前後，インフレ率もそ
れまでより 10ポイントほど低い 5%前後で安定的に推移して，イタリアは「黄金の年」をむか
えたと云われるほど急速な回復を示した。その経過は， r奇跡のルネッサンスJ (N ewsweek, 
1987年 2 月 19 日号〉とか「イタリア経済第二の奇跡J (G. Turani , 1986) とか呼ばれるなど，
イギリスとならぶ経済力をもっイタリアは，今や，長きにわたる不況からの脱却を果した国と
して，世界的な注目をあびている。
ところで， 1861年統ーを果して以来のイタリア工業化の歴史をふりかえってみると， 1896年
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から1905年にかけての飛躍期にせよ，第 2 次世界大戦後の経済復興期やそれにつづく高度成長
期にせよ，その主役は常に北部三角工業地帯(ミラノ・トリノ・ジェノバ〉に集中立地する
「大企業J であり，多数の手工業群をふくむ「中小企業」が工業化の展開に直接かかわりをも
ったと評価されている時期は皆無といってよかった。これに対し，今回の経済の「奇跡」的回
復にあたっては，大企業の立ち直りに加えて， r中小企業」の役割が高く評価されている点で，
過去の事例と大きくことなっている。
そこで以下，この小論では， G. トゥラーニの見解を手がかりにイタリア経済「第二の奇跡」
(経済危機からの脱却)の軌跡をたどり，その聞の中小企業再評価の動きや中小企業の実績を
検討することによって，今回の「奇跡」的な回復に果した中小企業の役割を明らかにしておき
Tこし、。
2. 工業化の進展と中小企業
まず，今回の「奇跡」的回復への中小企業の寄与に言及するまえに，イタリア工業化の初期
段階における中小企業(手工業)の状況について検討しておきたい。
わが国とイタリアは，ともに， 1860年代の全国統一以来，いわゆる「後進的条件J (相対的
蓄積資本不足・相対的労働力過剰)のもとで，工業化への途をたどったが，この両国間には，
次のように，工業化のテンポやその方式に，かなり顕著な差がみられる。
①わが国は， w.w. ロストウがrI9世紀の遅参者」ではあるが， r\，、ちぢるしく目的を意識し
て成熟への前進をおこなった型の代表芸1 としているところからもうかがえるように，明治維
新のわずか10年のうちに，飛躍期に入ったとされているのに対し，イタリアは， 1861年の統一
後，飛躍期に入るまでに， 35年を要している。
②わが国では，在来産業を中心として広汎に存在した中小企業が，大企業の補完的役割を果た
しながら，工業化が進展したのに対し，イタリアでは，大企業と手工業との間に，このような
関係は成立せず， r一貫生産体制」をとる北部大企業を中心として，工業化がおこなわれた。
ここでは，小論の主題との関係で，第二点を中心に，もう少し詳しくみておこう。わが国工
業化は， r富国強兵」・「殖産興業」のスローガンのもとに，明治政府に主導されておこなわれ
た。まず，農業部門からの租税を主たる財源、として，先進国からの今日で云う「プラント輸
入」に近L 、かたちで， r移植産業J=資本集約的近代工業部門の形成がはかられたが，この部門
は，主として，生産財生産・軍需生産を担当し，当時としては規模の大きな工場制工業が中心
であった。この「移植産業」を「主導部門」として，わが国の工業化が急速な展開をみせたの
は，周知のところであろう。
(1) W. W. Rostow, The Stages of Economic Growth-A Non-Communist Manifesto一(Cam­
bridge Univ. Press) 1960, pp. 回一65. (木村健康・久保まち子・村上泰亮訳『経済成長の諸段階』
ダイアモンド社，昭和39年， 86-88頁〉
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これに対し，問屋制家内工業や工場制手工業を中心とする労働集約的な「在来産業J=中小
企業部門は，欧米の小企業淘汰・消滅論の指摘とはことなって，切り捨てられることなく，消
費財生産によって国民生活を支えるとともに，在来産品の輸出によって「移植産業」の資金調
達をし，さらに，農業部門を中心とする多くの潜在失業者の雇用吸収の場を提供するという役
割を果たした。要するに， I移植産業」と「在来産業」は，前者が，いわば工業化の「主役」
であり，後者がその「傍役」であったとはいえ，相互に工業生産部門を補完しながら， I車の
両輪」として，日本の工業化を急激におしすすめたのである。
さらに，その後，第一次大戦前後になって， I中小企業」はさらに重要な役割を果たすこと
になる。低賃金に依存する労働集約的生産を基盤に，中小企業は，雑貨や繊維を中心とする輸
出の面で，それまで以上に重要な役割をになうと同時に，この時期になって，それまでの並列
的な相互補完に加えて，大企業と中小企業の間に， I生産技術的J な補完関係が生み出された
のがこれである。この時期に，大企業部門は，労働集約的生産に依然として依存しつつも動力
化・工場化をすすめてきた中小工業を， I下請」として自らの生産体制に組み入れることによ
って，工業化の「主役」としての地歩をさらに固めたといえるが，同時に，中小工業にとって
も，たとえ浮動的であるにせよ，大企業の生産体制に組み込まれるというかたちで、わが国工業
化に参加することによって， I傍役」としての重要性を確立していったので、ある。
これに対 L，イタリアの工業化は，日本のように，手工業・小工業部門を組み込むことなく，
北部大工業を中心とする一貫生産体制のもとで進められた。その理由を結論的に云うと，相対
的蓄積資本不足・相対的労働力過剰という後進的条件下に工業化を遂行した日伊両国ではある
が， I相対的労働力過剰」のあり方にきわだった相違があったからに他ならない。
イタリアは，ながい植民地的支配を経験しているだけに，近隣先進諸国に比較して相対的に
蓄積資本が不足していたという点で，わが国と共通するものがある。しかし，イタリアの工業
化が，北西ヨーロッパに近いという地理的文化的環境をもち，比較的恵まれた自然資源やフラ
ンス統治時代につちかわれた企業家精神も存在した北部イタリアで，集中的におこなわれた事
実を重視すれば，イタリア工業化を労働力の面からとりあげる場合には，たとえイタリア全土
で，人口が天然資源や蓄積資本に比し過剰で、あったにせよ，北部にとって，労働力化されうる
人口がどれほど存在し，それが工業化をどのようなかたちで、条件づけたかが問われねばならな
いことになろう。
まず，賃金水準についてみると，イタリアでは，他の先進工業国の工業化初期段階の水準よ
り相対的に高い賃金が支払われていたという事実があげられる。飛躍期に労働市場が形成され
ると共に，フランス労働運動の影響をうけて多くの労働組合が結成され，その過程で，労使関
係をめぐる問題が多発し，ストライキやその他の直接行動が相つぎ，これらの圧力のもとで，
(2) 間苧谷 努「わが国中小企業の地位とその変化J (清成・間苧谷・庄谷・秋谷『中小企業論』有斐
閣， 1978) 42~45頁。
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しばしば自然レベル以上の賃金水準を労働側が獲得したのがこれであ2: その結果，一般に実
質賃金は工業化に追従して上昇する例が多いにもかかわらず，イタリアでは，それが工業化と
同時的に上昇することになった。
さらに，このような北部の高賃金水準をその後も維持する役割を果したものとして，国内移
住制限法があ2; この法律も，もともと人口の都市集中は病理的現象であって国家の生産力を
引き下げるというムッソリーニの考え方にもとづき立案されたものであったが，結果としては，
北部の労働力を閉鎖的なものにし，工業労働者数を一定の枠内にとどめて，一つの高賃金グル
ープを北部に形成・維持する役割を果すことになった。
次に，労働力の質に関してみておこう。わが国に中小企業が多数存在し，下請生産が一般化
しえたのは，低賃金基盤があり，しかもそれが企業規模別格差をともなっていたことにもよる
が，それと同時に，たとえ低賃金ではあっても，質的にすぐれた労働力が豊富に存在していた
からでもあった。その点，イタリアでは，良質の労働者は，主として，北部に限られ，南部に
は大量の人口が存在はしたが，その資質は，労働力化が困難なほど低劣であった。その例とし
て文盲率をみると，南部では， 1871年に 6 才以上人口の84.1% という高率になっている(北部
59.0%) 。
要するに，北部イタリアの工業にとっては，相対的労働力過剰という条件は存在せず，工業
化に要する質的に優れた労働力はむしろ限られていたうえに，相対的に高賃金であり，わが国
のように，低廉・良質・豊富とし、う労働側の条件は存在しなかったと考えられる。このような
条件下では，少ない資本は集中的に少数部門に向けられ，しかも工業は可能な限り労働節約的
(資本集約的〉な方向にむかう傾向がある。この工業の資本集約化によって雇用機会は減少し，
したがって農業からや労働力自然増からの労働吸収が困難になり，それらは非農業部門の後進
部門(手工業・小工業)に押し込められることになる。これら手工業・小工業は，資本蓄積が
ほとんど不可能なうえ良質な労働力を雇用しえないために，その技術水準は，大企業がこれを
外業部=下請として利用することが不可能なほど低く，かくして，イタリアでは，手工業・小
工業部門をおきざりにしたまま工業化の主役となった大企業は，自ら全生産工程にかかわる一
貫メーカー化の途をたどらざるをえなかったので、ある。
(3) Vera C. Lutz,“The Growth Process in a ‘Dual' Economic System" , Banca Nazionale 
del Lavoro, Quarterly Review, no. 46 (September 1958), pp. 322""'-'323. 
( 4 ) George H. Hildebrand, Growth and Structure in the Economy of Modern Itary (Harvard 
University Press) 1959, p. 303. 
(5) これは，法令として 1926年にはじまり， 1939年 7 月 68法律として発布された (Legge 6 luglio 
1939, Provvedimenti cotro l'urbanesimo). 
(6) なお，詳細については，問苧谷 努『中小企業政策論一一イタリアにおける中小企業の現実と政策
的対応一一.Jl (日本評論社〕昭和45年，を参照されたい。
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3. イタリア経済「第二の奇跡」とその背景
( 1) r第二の奇跡j
では次に，イタリア経済「第二の奇跡」とは，どのような状況をさしており，どのような背
景のもとで，この奇跡的回復が実現したのかを明らかにしておこう。
15年にわたる経済の危機的状況からイタリアがほぼ脱却したのは， 1985年前後であるが， G. 
トヮラーニは， 1985年からの10年聞を，その著『奇跡の経済復興』の中で， rイタリア経済第
二の奇跡J と位置づけている。イタリアでは，この景気回復ないしは経済的諸条件の急速な改
善が，イタリア経済の構造的変化の結果なのか，あるいは，国際的環境変化に伴なう循環的要
因によるのかという点で，議論は大きく二つにわかれているが， トゥラーニは，この著書で，
経済危機からの脱却の軌跡とそれに伴なう経済的・政治的・社会的変化を分析し，この10年聞
を，前記のように「第二の奇跡」と位置づけることによって，前者の立場を，極めて明快に主
張している。
トゥラーニが，ここで「第二の奇跡」というのは，云うまでもなく， 1950年代から60年代に
かけて， rインフレなき成長」として世界的に賞賛された高度成長期が， rイタリア経済の奇跡
(il miracolo economico italiano)J と呼ばれたのにつづく「第二回目の」という意味であ
る。この「第一の奇跡」のめだまは，従って，当然， r高度成長」であったが，この時期は，
イタリア重化学工業化の延長線上にあり，その成熟をたすけて，イタリアを世界の先進工業国
の一員に引き上げ、たという点で高く評価されている。
これに対し，ここでトヮラーニのいう「第二の奇跡」は，危機からの急速な経済復興(景気
回復)という点では， r第一の奇跡」と似ているところはあるが，そこでは， r成長率」その
ものが第一義的に考えられているわけではない。そこで重視されているのは，この急速な回復
が，たしかに，石油・ドルなどの外的環境の変化に恵まれて実現されたとし、う側面があるとは
いえ，その時期が，他の先進諸国，すなわち，アメリカ・西ドイツ・日本などに続いて，イタ
リアで長期的な構造変化(工業化社会から脱工業化社会への移行〉がはじまりつつある時期と
一致しているという点である。この時期は，イタリアが重化学工業中心の社会から脱工業化社
会へと，ある意味で「飛躍」する時期であり，その間，それが，イタリア資本主義の変質を通
して実現されたとし、う事実が注目されているのである。
ただ， トゥラーニが指摘するように，今回の「奇跡」は，それが「目立たない，非常に息の
ながい成長シナリオ」であるだけに，高度成長に象徴される「第ーの奇跡」ほどのはなばなし
(7) Giuseppe Turani, 1985-1995 1 Secondo Miracolo Economico Italiano, Sperling & Kupfer 
Editori, 1986 (間苧谷 努訳『奇跡の経済復興一一イタリア経済第二の奇跡一一』松績社，平成元
年)。
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さを持っていないのは事実である。しかし，それでもなお， トヮラーニは，次のような近年の
変化，すなわち，①フィアット・オリベッティ・モンテジソンなど有力会社の急速な立ち直り，
②企業家精神をもった実力経営者の登場，③先進工業諸国へのイタリア企業の積極的進出(守
勢から攻勢に転じた企業姿勢)，④1000社にのぼる中堅企業層の充実，⑤中産階級を核とする
新しい投資家の登場など一ーを，日常的に自につく「奇跡」の実例として注目し， í奇跡」の
存在を強く主張している。
さらに，よりマクロ的に「奇跡」の存在を示すものとして， トヮラーニは次の三点に注目し
ている。すなわち，①1982年・ 1983年と続けてマイナスを記録していた経済成長率が， 1984年
からプラスに転じ，その後の10年聞は，安定的に推移(年平均2.61%) すると予測されている
(図3-1)。②1971 年以降， 1984年にいたるまで，年平均 10% 以上であったインフレ率が， 1985 
年以来，一桁台にさがり，その後の10年間は，平均6%前後と安定している(図3-2)。③第一
次産業・第二次産業の比率が低下し，第三次産業特にサービス産業の比率が急速にたかまって
きている(図3-3)ーーとするのがこれである。
要するに， トゥラーニが， 1980年代中期の急速な景気回復をきっかけに， í第二の奇跡」と
して取り上げた1985年からの10年聞は，イタリア経済が，その産業構造を第三次産業に大きく
傾斜させながら， 3%弱の経済成長率と 6%弱のインフレ率をもって，安定的に推移するであ
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図 3~3 産業部門別従業者の変化(全従業者=100%)
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ろう時期であるが，その際に注目されるのは，成長率そのものは決して高くはないが安定した
経済を定着させるこの「第二の奇跡」は，イタリア資本主義の変質過程をへてはじめて実現さ
れたという指摘である。ここで云う「イタリア資本主義の変質」とは，一言でいえば，少数の
人たちによってのみ支配されてきたイタリア資本主義が，はじめて多数の民衆・市民のものに
なったということであり，これをトゥラーニは， r資本主義の再生」とし、う言葉のみならず，
「資本主義の誕生」という言葉さえ使って表現しているのである。
(2) 三つの変化一一「奇跡」の背景一一
つづいて，この G. トヮラーニの指摘を手がかりに，どのような変化がおきてイタリア経済
は「奇跡」の回復を果たしえたのかを，①労働，②資金調達，③企業経営の三つの側面からみ
ておこう。
① 労働
(イ) 1980年秋に，フィアットが 2 万人のロックアウトを断行し，それが企業側の勝利に帰
したのをきっかけに，各企業は労働者数の削減に踏み切り，さらに，イタリア産業連盟
の v. メルローニによるスカラ・モーピレ(賃金物価スライド制)の撤回通告以来，そ
の見直しもおこなわれ，これらの措置を通して，企業の労働費の大巾な引下げが可能と
なった。
(吟 永年にわたって労働組合の主たる勢力であった工業労働者数が，産業構造の急激な変
化の下で急減し，加えて，労働組合による組織化が困難な多数の業種を含む第三次産業
従業者が急増したため，それまで強大な指導力をもっていた労働組合が，かつての活力
を失なってきており，そのため，ストライキによる労働喪失時間が，大巾に減少した。
り失業率は依然として他の先進諸国に比して高く，約 300 万人の失業者が存在している
と云われているが，デ・リータ報告によると， r定期的かつ継続的な自我の賃貸を必要
とする標準的労働に対する一種の現代的拒否」としての臨時雇用やパートなどが多数潜
在しているために，完全失業者は30万人程度とみられており，さらに，第三次産業への
傾斜が進むなかで，女性労働の雇用機会が増加してきているため，就業年齢人口(15才
から69才まで)の労働力化の比率は，かなり高くなってきている。
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図 3-4 上場株式時価総額(10億 1985年リラ〉
〔月 .8/年〕
付企業への忠誠心が高いわが国とは少し異なり，イタリアの労働者は，もともと，自ら
の仕事(労働)に対する強い愛着心をもっていると思われるが，労働者をめぐる環境条
件の変化のなかで，労働意欲が急速にたかまりつつあり，欠勤率も低下傾向にある。
② 資金調達
仔) 1980年代になって，いままでほんのーにぎりの資本家・投資家に支配されて，極めて
閉鎖的であったイタリアの株式市場が，上場会社の収益改善と投資信託の新登場をきっ
かけとして「大衆化」しはじめた。その結果，株式市場は， 1985年以来，ブームに入り，
株式指数の急激な上昇と，上場株式時価総額の急騰をみることになる(図3ーの。
(吋株式に投資するという一般的伝統のなかったイタリアでは，これが大きく企業の資金
調達ルートを変化させることになった。株式市場が，企業の必要資金を供給するという
本来の機能を発揮しはじめた結果，他のヨーロッパ諸国に比し，今まで極端に高かった
企業の銀行への依存度が，急激に低下した。
付 この株式市場の活況化を支えた基盤は，イタリア中産階級の高い貯蓄性向や大量の
「水面下」の所得の存在などに求められる。従来，建築や国債に投資されていた資金が，
株式市場に集中したので、ある。
③ 企業経営
(イ) イタリア経済を支配してきた少数の「巨大企業」が， 1970年代には，高い金利負担と
労働コストに苦しみ，ほとんどが赤字経営に転落した。しかも， 1970年代末のリラ交換
停止措置がきっかけとなって，それ以降は，企業存続をかけて，各企業経営者は，それ
までの保守的態度を捨て，人員の削減・金利負担の軽減・新たな資本の導入をふくむ企
業経営の積極的改善にふみ切らざるをえなかった。これらの企業は， (a)採算のとれない
部門の切り捨て， (b)事業の多角化， (c)分散化(子会社や下請利用)， (d)先進国への企業
進出， (e)外国企業との提携， (f)新技術の導入， (g)労働ポストの削減ーーなどの経営戦略
をもって，それまでの苦況からの脱出をはかった。その結果，これらの企業は，企業の
自己金融力，負債額，金利負担，粗利潤，収益など，図3-5~図3-9に示したメディオノミ
ンカのスーパー企業 (super azienda) モデルの実績にみられるごとく. 1984年から
1985年にかけて，全ての面で顕著な改善が見られ，企業再建に成功したので、ある。
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図 3-5 自己金融〈対出荷額比%)
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図 3-9 収益予測(10億リラ〉
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メディオバンカ調査
(吋 公・私の大企業が不況期に赤字経営を余儀なくされていたのに対し，その間も， r中
小企業」の収益率は高く，黒字経営をつづける企業も多かった。これによって，中小企
業の「活力J が認識されはじめ，情報化の動きを先取りしたベネトンなどの中堅企業群
が，イタリア市場の活性化に貢献している。これらの動きの結果，もともと少数の巨大
企業と多数の「手工業」によって特徴づけられていたイタリア経済は，依然として巨大
企業を中核としながらも，多くの中小企業が参入することによって，全体としての市場
成果を，急激にたかめることになった。
4. 中小企業の役割評価
( 1) G. トゥラーニの中小企業評価
イタリア経済の「奇跡」的回復にあたって中小企業の活性化が重要な役割を果している点を
前節末尾でとりあげたが，ここでは，今回の回復に中小企業がイタリアで初めて果した役割が
評価されるにいたった経過を，もう少し詳しく検討しておこう。
まず，はじめに， G. トゥラーニの中小企業の役割評価を，前記著作からたしかめておきた
い。彼の著作では，この「奇跡」的回復にあたって，何よりもまず，経済活動の中核たる大企
業の立ち直りを高く評価しているが，しかしそれと共に，約 1 ， 000 社にのぼる活力にみちた中
規模企業の群生を「イタリアの奇跡を支える力となっている条件のひとつJ (拙訳30頁)であ
ると評価している点が注目される。そこで彼があげている企業は，ヴアラージ・ベネトン・マ
ルツォット・ズッキなど，主として，衣料・服飾関連の部門に属するものであるが，これら企
業は収支状況もよく，かなりの資金とたくましい企業家精神に支えられて，急成長の可能性が
大きい点をあげ，これら企業群の存在はイタリア経済の大きな「財産」であると共に，イタリ
アにとって，それが，はじめての経験である点を強調している。
さらに，大工業の時代・大工場の時代から，現在，イタリアが脱却しつつあることを指摘し
たのちに，中小企業が「今や，広汎にわたり価値のある生産を組織化する一つの手段J (拙訳
156頁〉であれ今後，労働基本法適用除外対象である従業員20名以下の小企業をも労働運動
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に組み込む必要があるとする，イタリア最大の労働組合 CGIL (イタリア労働総同盟〉書記長
A. ピッツィナートの指摘を肯定的に紹介して，中小企業の重要性を高く評価する姿勢を示し
ている。
(2) 政策的評価
イタリアで，このような中小企業評価が， トゥラーニによってはじめてなされたわけで、はな
い。 rインフレなき成長」の神話が，生産性の上昇を上まわる労働コストの上昇にともなって
脆くもくずれ，それまでの高度成長期を支えていた三つの条件一一経済構造のアンパランス・
安い労働費・模倣技術一ーを利用し，大企業一貫体制を軸とする発展方式がゆきづまりをみせ
はじめた1960年代のはじめに，すでに，経済政策の立場から，中小企業の国民経済的役割を高
く評価する見解が登場しているのがこれである。
例えば，経済・労働の分野での国家の最高諮問機関であるイタリア経済労働評議会(略称
CNEL) は， 1961年に，早くも，中小工業が，イタリアの経済発展と地域的均衡に，①適正規
模に近い有利性，②大企業の技術的補完機能，③後進地開発への寄与，④需要拡大への貢献な
どーーの各面で役立ちうると主張し，中小工業政策の重要性と必要性を強く指摘するとともに，
その後も，二度にわたって，中小企業の国民経済的役割を高く評価する報告書をあらわしてい
る O ただ，現実の中小企業は，事業所数・雇用労働者数ともに増加の傾向をみせてはいたもの
の，この時点では，いまだ CNEL の期待する役割を果すにはほど遠い存在でしかなかったの
が実状であった。
さらに， 1970年代に入って，イタリア経済をインフレ下の不況から立ち直らせるために立案
された1971"-'1975年の経済新 5 か年計画 (Progetto 80) では，混乱するイタリア工業生産体
制を再建するためには，一方に少数の大企業，他方に多数の手工業群というイタリア工業の
「構造上のゆがみJ を是正することが必要であり，そのために重要な施策のーっとして，中小
企業が育成・振興されねばならないと指摘された。これをうけて， 1972年にいたって，この目
標を実現するために，従来おこなわれていた手工業政策を州に移管し，中央政府は，専ら中小
企業政策の実施にあたるという新しい方式一一面と州の聞での中小企業政策の「分業方式」
ーーが登場したが，充分に実効をあげるというところまではいかなかった。
(3) 不況期の実績評価
このように，イタリアでは，中小企業が国民経済に果す(果しうる〉役割は，経済政策的な
立場から見直されはじめたが，さらに，中小企業に対する評価が高まったのは， 1970年代の不
況期に，大企業に比し中小企業が良好な成果をあげ、たという実績が注目されたからに他ならな
い。すなわち，表 4-1 に明らかなように，中小企業が，この時期に，大企業よりも高い粗利潤
( 8 ) CNEL; Osservazioni e Proposte sui Problemi delle Minori Imprese, con particolare riguardo 
alle Minori Imprese Industriali, 1961. 
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表 4-1 原価欄成
。窃「一大企業|大企業吋吋中吋大企業吋中企業「吋大企業。02ゐ)I(咋ゐ)I(控)I(勾)1(吋ゐ)I(咋ゐ)I(税)I(九)I(吋99)1(咋ゐ)I(控)
1974 1975 1987 
財及の購び用役入 69.0 61. 4 66.9 66.3 67.8 63.2 69. 1 68.4 67.0 66.7 
人件費 19.6 21. 8 21. 8 29.0 23.2 25.3 25.0 30.7 17.0 20.2 22.6 23.6 
粗利潤率 11.1 1. 0 9.2 9.6 9.9 8.4 7.2 6. 1 13.9 11. 4 10.4 9.7 
売上高 1100. 0 1100.0 1100.0 1100.0 1100.0 1100.0 1100.0 100.0 100.0 1100. 0 1100. 0 1100.0 
• ISTAT 統計により作成
率をもっていたという事実がこれである。中小企業が，この間，大企業よりも少ない減価償却
費，少ない借入金したがって小さい利子負担であること，さらには，販売高当りの投下資本が
大企業より小さいこと(固定資本/販売高は，従業員21"-'500人の企業=0.50，同500人以上=
0.84, 1971年〉を考慮すれば，中小企業の利益率，少なくとも，固定資本の収益率は，かなり
良好であるといえるであろう。
中小企業の粗利潤率がこのように高くなっている理由を一般的に云えば，この時期に大企業
が不振であったために，中小企業のそれが相対的に高くでているという事情があるが，それに
加えて，次の二点が理由としてあげられよう。
第ーは，中小企業では，投資の生産性が大企業より高いという事情である。従業員一人当り
の投資は，規模拡大とともに大きくなっているのに対し，企業の生産性(従業員一人当りの粗
生産〉も同じ傾向にあるとはいえ，その規模別の伸び率が前者よりも小さいために，投資の生
産性は，大企業よりも中小企業の方が高くなるからである。換言すれば，中小企業の生産性は，
大企業に比して低いが，固定資本の割合も小さいため，それだけ，わずかな投資に対応する生
産の増加分が大きくなり，それが粗利潤率の高さにつながるというのがこれである。
さらに，第二には，中小企業では，人件費が大企業に比し低いことがあげられる。その理由
としては，労働の質が中小企業でおとっていること，さらには，それとも結びつきをもっイタ
リア労働市場の二重性一ーよりよい労働条件をもっ中核部分とより劣悪な労働条件をもっ周辺
部分が併存する市場状況一ーの問題があげられる。加えて，間接労働の比率が中小企業では小
さく(小企業で約 13%，大企業では約 25%)，さらに一般的にみて，俸給よりも賃金の方が低
いために，中小企業の人件費が相対的に低くなるという事情もある。
いずれにせよ，以上の二点からして，中小企業の企業生産性の低さは，投資の生産性の高さ
と人件費の低さとによってカバーされ，その結果，中小企業の粗利潤率が相対的に高くなって
いるとみられよう。
( 9) Roberto Artioli; L'economia delle piccole e medie imprese, e Lo sviluppo negli anni 70 , 
R. Artioli , Barberis R. Lano F. , L'economia delle piccole e medie industrie in Italia, Gestione 
decentrate dello sviluppo e le imprese minori , Fondazione Agnelli Quaderno 30/1978. 
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5. 中小企業部門への特化と生産分散化一一中小企業の活性化(1)
1970年代を通して，イタリア中小企業は，大企業に比し極めて活動的であって， CNEL の
指摘した国民経済的役割を果す方向にあり，プロジェット 80で政策的に期待されていた「構造
上のゆがみ」是正の傾向を示しつつあったのは， 1971年から1981年にかけて，従業員 200 人以
下の事業所が14%増加し，増加事業所11万の内，約93%が従業員規模19人以下の事業所であっ
たところからもうかがえるが，中小企業雇用者数の増加はさらにきわだっており(図5-1)，こ
の変化を，例えば，イタリア産業の調査機関である Agenzia lndustriale ltaliana (AGII) 
は，イタリア経済の「中小企業部門への特イじ」と呼んでいるほどで、ある:
次に，地域格差の大きいイタリアにおける中小企業の情況を知る意味で，イタリアを三つの
地域に分けて，工業における雇用労働者の事業所規模別分布を， 1981年についてみたのが表
5-1 である。①北東部(ピエモンテ，パレダオスタ， ロンパルディア， リグーリア各州、1)=中
図 5-1 製造工業従業者数の規模別変化 (1971年~1981年〉
変化率%
+60.0 
+17.1 
平均十12.6
9.9 
20.49 50 ・ 59100・199200 ・499500・ 9991000+ 従業者数
表 5-1 製造工業規模別地域別分布(1981年〉
地域"'"，規模別〈事%業〉所数 1-19 20-99 100-499 500以上 総数
北西部 35.8 41. 9 48.2 52.8 43.3 
北東部 25.7 26.9 25.6 15.1 23.8 
中 部 21. 7 19.3 14.8 14.4 18.2 
南部・島部 16.8 11. 9 1. 4 17.7 14.7 
全イタリア 100.0 100.0 100. 。 100. 。 100. 。
ISTAT, Censimento lndustriale, 1981. 
(10) AGII, Italy, P. Burns & Dewhurst J. ed. , Small business in Europe, Macmillan, 1986, p. 
102. 
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小企業も多いが，大企業の約53%がこの地域に集中している(大企業中心型)。②北西部・中
部(ベネト，フリューリ ベネツィアジュリア， トレンティーノ・アルトアディジェ，エミー
リア ロマーニャ北西部各州およびトスカーナ，ウンブリア，マルケ，ラツィオ中部各州) = 
従業員 100 人未満の事業所の比率は北部をしのいでいるが，大企業の比率は，それほど大きく
ない(中小企業中心型)。③南部および島部(アブ、ルッツィ，モリーゼ，カンパーニァ，パジ
リカータ，プリア，カラブリアの南部各州およびシチリア，サルデーニャの島部両州)=零細
規模企業と大企業が中心であって，中規模層を欠いている (U字型〉。
ところで，このように中小企業数ならびに中小企業雇用労働者数がこの期間に増加した理由
として，イタリアでしばしば指摘されているのが， 1"生産の分散化 (decentrarnento produt・
tivo)J である。生産の分散化が進んだ直接のきっかけは， 1970年に，労働側の大攻勢を背景
に，労働基本法 (Statuto dei Lavorativi)が制定されて以降，労働者の権利が大巾に拡大さ
れ，その結果，イタリアの賃金水準，特に社会保障費を含めた労働コストが急騰し，企業経営
上の大きな負担となった点に求められる。すなわち，このような状況に対処するためにとられ
た企業戦略の一つが，他の生産単位ないしは他地域への拡散化=生産の分散化の動きに他なら
ない。
中小企業数の増加要因，さらには中小企業存立の決定要因としての生産分散化をめぐっては，
さまざまの見解がみられるが，まず，繊維・衣料産業をとりあげ、たL.フレイの研究は，それ
が，この時期になってようやく一般化しはじめた大企業による下請依存の進展との関係で論じ
られている点で注目される。プレイの分析にしたがえば， 1970年代の分散化は，大企業が中小
企業の安い労働費の利用と社会負担のがれのために行った企業政策であり，その際のねらいと
しては，中小企業の需要変化に対する適応力・実験的イノベーションの可能性・生産能力の拡
大・潜在失業者の利用があわせ含まれている。反面，大企業による生産分散化がこのように進
められるためには，したがって，所得格差の存在(労働市場の二重性)とともに，大企業製品
とほぼ同品質の生産を吸収しうる中小生産単位の存在がその前提条件として必要で、ある。中小
企業は，大企業よりも，低労働費からくる低い生産費・低い販売価格をもちうるが，そのため
には，販路・原材料入手経路の確保，経営管理，金融等の各面で，外部企業に高い依存度をも
っ傾向があり，この意味で，大企業の生産分散化政策を受け入れやすい潜在的な性格をもって
いるとも云いうるであろう。ただ，この際，大企業発注者に対する中小企業単位の独立性や契
約力には，生産部門や当該企業の規模によって大きな差があるというのが，フレイの指摘であ
る。
また，L.カセッリは，分散化の傾向は，その国の生産の型や消費モデルと切り離しては考
(11) Frey, L. ed. al.; Lavoro a domicilio e decentramento dell'attivit? nei settori tessile e 
dell'abbigliamento in Italia, Milano, 1975. 
(12) Caselli, L.; Economia e politica industriale, n. 6. 
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えられぬとし，さらに，分散化の型は，中小企業市場への参入の仕方に依存すると主張して，
この時期に， 日本や米国とはかなり遅れて登場しはじめたベンチャービジネスや大企業と中小
企業のジョイントベンチャーに注目している。彼によれば，中小企業には三つのタイプがあり，
大企業では手を出しにくいイノベーションの分野で先端機能を果すタイプ，技術をあまり必要
とせず低い経営者能力・少ない資金・せまい市場で操業する後進的タイプに加えて，大企業補
完機能をもっ中小企業の存在がこれであり，ここに，二つの型の分散化がみられるとするので
ある。その l は，大企業が景気の変動に対応する目的で中小企業の生産能力に期待する追加的
タイプであり，その 2 は，中小企業のもつ高い技術に依存する代替的(ないし補完的〉タイプ
であるが，いずれも，大企業が進出していない空間的時間的問隙がその存立の前提となってい
るとみている。
さらに，生産分散化についての考え方を理論的に検討することをねらいとした， E. ルラー
ニは，生産分散化は，新古典派的立場では，規模の利益を追求する効率重視の企業行動によっ
て実現され，独占理論からみれば，中核的な独占資本が所得分配上の支配力を拡大するために
周辺従属資本を利用する形態であると規定している。これをより動態的に見ると，生産分散化
の動きは，中核的独占部門と周辺部門の生活活動領域の再編成であると考えられる。その上で，
彼は，イタリアの場合は特に，生産の分散化は産業発展上必要な形態と考えられるとして，そ
の理由を，中核的企業の資本蓄積や金融市場の不十分な展開にもめている。これらの不十分な
発展が，イタリアを，その生産資源を十分利用しつくせない情況におき，それが，供給を細分
化させ，中小企業の誕生・存立を可能にしているとするのである。
以上の研究が，規模のことなる他の生産単位への分散化を主としてとりあげているのに対し，
地域格差の大きいイタリアで，他の地域への生産分散化の問題を中心に論じた R. ナネッティ
の最近の研究は，注目にあたし、するといえよう。従来の生産分散化についての議論は，次の三
つのタイプにわかれている。すなわち，①中小企業を，経済成長の原動力となる大企業の補完
的残余的存在としてとらえ，これら中小企業は，大企業の不調時に，そのギャップをうづめる
働きをするが，大企業がダイナミズムを取りもどすと，後退してしまう。②大量生産品では満
たされない専門化製品に対する需要の拡大によって細分化された市場が，中小企業の多様な成
長をもたらしている。③1960年代末から1970年代にかけてのイタリアの社会経済的変化なかで
も労働組合の動向に対する企業経営者の日和見的態度によって，大企業は，労働運動対策とし
て生産分散化をはかるが，労働組合が弱体化すると，再び集中化を考えるーーとするのがこれ
である。これらの議論は，いずれも，社会経済的変化のなかで生産分散化をとらえようとして
はいるが，イタリアのように地域格差の大きな国では，生産分散化，特に他地域へのそれには，
(13) Rullani, E.; Economia e politica industriale, n. 7-8. 
(14) Raffaella Y. Nanetti; Growth and Territorial Policies--The Italian Model of Social 
Capitalism一一一， Printer Publichers, 1988, pp. 1,,-,5, p. 18. 
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その前提条件として， I制度的分散化 (decentramento istituzionale)J が不可欠であるとする
にもかかわらず，これらの議論は，この点を見逃していることを，ナネッティは批判している。
戦後のイタリアの経済発展をみると，はじめの約20年は大企業が支配的役割を果したが，そ
の後は，中小企業の活動が目立つてきており，さらに，地域的には，北部三角工業地帯中心
型であったものが，特に， 1980年以降には，北東部・中部の諸外!の相対的地位がきわだって向
上してきている。この点に着目したナネッティは，もともと手工業・中小企業の多かった北東
部・中部地域への生産分散化の傾向は，結果として，これら地域の「中小企業への生産分散化」
を意味しているとし，それが中小企業数を増加させ，この地域の企業構造をますます中小企業
中心の型に特化させているとする。しかもその際， I制度的分散化」の結果である州の政策が
中小企業の活性化にあたって果す政策立案・行政上の役割が極めて大きい点を強調 L，さらに，
州の政策が中小企業のインキュベーター機能をもちうるという現実を考えあわせると， I生産
分散化J の前提条件としての「制度的分散化」のもつ意味は大きし、一一ーとするのが，ナネッティ
の主張である。
6. 地域経済と中小企業構造一一中小企業の活性化(2)
では最後に，国家政策に支えられながら，イタリア経済の中核として発展してきた北西部イ
タリアに対 L，従来はその周辺経済と位置づけられ，強力な国家政策の支援もないままに，近
年，中小企業を中心として自生的発展をとげつつある北東部・中部イタリア経済をとりあげて，
この地域工業化のにない手となった中小企業について， G. ファーの見解を手がかりにもう少
し検討しておきたい(なお，この地域の工業労働者の全国比率のたかまりについては表 5-1 を
参照されたしう。
この地域の工業化は，技術進歩による農村潜在失業者の増加と，運輸・通信の改善による遠
隔市場との接触機会拡大をきっかけに， 1950年代にはじまり，その後も，もともと農業を中心
としながら地方都市センタ一周辺に中小工業・手工業・商業が分散立地していた地域構造を
利用しながら，固有の伝統をこわすことなく進展して， 1980年代に花ひらいたが，何よりも注
目されるのは，この農村工業化が，中小企業を中心として自立的・自生的に展開されたという
点である。
では，どのような要因があって，多くの潜在的需要や原材料を持っているとはいえないこの
北東部・中部イタリアで，中小企業を軸とする工業化が，この国ではじめて可能であったので、
あろうか。以下，その要因を①伝統的環境，②企業家精神，③労働力，④資本，⑤技術，⑥企
(15) Giorgio Fua; Small-scale Industry in Rural Areas: The ltalian Experience, K. ]. Arrow 
ed. , The Balance between Industry and Agricuiture in Economic Development, vol. 1 Basic 
Issues (Mac Millan Press) , pp. 259~279. 
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業システムーーの各方面から明らかにしておきたい。
① 伝統的環境
まず，中小企業中心の工業化が可能となった要因として，北東部・中部イタリアには，中世
以来形成されてきた制度的・文化的・物的インフラストラクチュアが伝統的に整備されている
社会が存在しているとし、う点があげられよう。その典型的な例をトスカーナについてみると，
この地方には中小規模の都市が存在し，そこは，効率的・民主的な地方政府をもち，商業・専
門的職業(医者・弁護士等〉・手工業従業者が住む都市セシターを形成している。その周辺は，
道路その他のインフラストラクチュアに恵まれ，分散立地している商工業・手工業も，都市の
サービス利用が可能である。
主たる産業である農業では，家族経営・小規模単位が一般的であり，都市と農村の関係も緊
密である。都市・農村とも，独立労働者の割合が高く〈都市=商・工・手工業は独立事業所，
農村=小耕作地)，家族の経済的役割は，単に消費のみならず生産面でも極めて大きい。さら
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に，血縁・地縁の紐帯は非常に強く，社会的統合の度合も大きい一一このような伝統的に形成
されてきた社会的環境が，発展の高い可能性につながると同時に，工業化を既存の構造を利用
しつつ，出来る限り伝統をこわさないで達成しようとする一般的風潮を生み出したと考えられ
る。
② 企業家精神
この地域には，前記のように，もともと，家族的経営や独立労働者が多かったところから，
事業経営の経験・イニシャティブの精神・経営に対する責任感が，住民の聞に広汎に存在して
いたために，それが，過剰労働力を利用して小事業を創業しようとする高い意欲や企業家的エ
ネルギーとなってあらわれたとみられる。
さらに，十九世紀末から今世紀にかけて，イタリア北西部工業化の最初の段階でのリーダー
が， I上流階級」に限られていたのに対 L，この北東部・中部イタリアでは， リーダーの出身
階層は広汎であり，なかでも，その中心は「中流の下」ないしは「下流の上」であるのが特徴
的であった。労使間の階級格差がそれほど大きくないために，同じような社会的背景をもっこ
の労使聞では，協調的行動がとりやすく，それだけに，企業の転換や縮小にあたっても，労働
側の抵抗も比較的少ない例が多く，企業は，極めて弾力的であると同時に，根づよいたくまし
さを持ちえたといえるであろう。
③労働力
1950年代に入って，農業技術の改善によって，この地域の都市周辺の農村では，多くの潜在
失業者が生み出され，それらが，この地域の工業を支える低賃金基盤を形成することになった。
イギリスが工業化をする際に，農村を離れた農民が工業に流れるにあたっては，都市での生存
水準以上の労賃が必要不可欠であったのに対し，この地域では，農業を支えている家族は，な
お一方で、農業をつづけながら，その構成員の一部が工業労働者となるために，彼らの賃金水準
はたとえ生存水準以下であっても，家族全体の所得は上昇するという条件があったからに他な
らない。
さらに，前項でもとりあげ了こように，この地域では家族的紐帯が強く，社会的流動性も高い
ために，労働者と企業者との社会的区別がほとんどなく，労働者の側でも「プロレタリア」と
いう意識は希薄であり，両者聞に協同の風潮が強いという事情がある。
したがって，企業からすれば，労働側からの過重な賃上げ要求もなく，労働争議もさけうる
条件がこの地域に存在していることになり，これが，この地域での企業創設と事業運営を容易
にするに大きく役立つているといえる。
④資本
この地域内企業の資金は，ほとんどがこの地域内の貯蓄でまかなわれており，他地域からの
資本流入はほとんどみられない。この地域の「家族J の貯蓄は，貯蓄者の自己達成欲求の満足
(将来所得ゼ生み出す手段〕や資産維持(将来の不安回避)のためにおこなわれ，主として，
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家屋・土地・作業場・店舗など，家族内に直接に投資されるのが通例であり，そのため家族と
しての貯蓄性向は，他地域に比し，かなり高くなっている。
新しい企業が創設される場合も，ほとんどが家族の貯蓄でまかなわれ，設備・施設も既存の
ものが利用されるために(例えば，倉庫・店舗はもとより，時には，馬舎なども工場として利
用される)，新投資は相対的に少なくてすみ，その事業が運営される過程で，徐々に投資をふ
やしてゆくとし、う方法がとられている。さらに，例えば，工場や事務所にしても，或る企業が
移転したあとに，別の企業が入るというような連鎖を通して，地域全体の向上がはかられ，結
果として，投下資本の極大利用が地域として実現されることになる。
⑤技術
この地域での生産物や技術は，企業者の文化的視野と財務能力の範囲内で選択される。した
がって，この地域の工業化の初期段階では，特に，その手工的伝統が利用可能なタイプの生産
への特化が進み，地域として発展するにつれて，より高度な技術の採用につとめるというのが
一般的パターンである。なお，伝統的技能を生かしたこのタイプの生産物は，近隣地区に需要
はほとんどなく，むしろ地域外か海外市場が対象となっている。
⑥ 企業システム
この地域に立地する企業の特色の一つは，その規模の小ささにある。規模が小さいために，
企業者たちは，複雑な組織の管理にわずらわされることなく，大量の資金を調達する必要もな
く，企業家活動に専心出来るうえに，たとえ地方都市に立地してはいても，労働力調達に困難
をおぼえることもない。しかも，このような中小規模企業を軸として展開される工業化は，北
西部イタリアの大企業型の工業化に比し，大きな景観上の変化や社会構造上の変化をひきおこ
さず，また，家族や古い労働上の伝統の継続性をそこなわずに達成されうるという利点をもっ
ているといえよう。
また，この地域に立地している企業の規模が相対的に小さいとし、う事実は，それだけ，この
地域内で企業間分業が進んでいることを示しているとも見られよう。ここで「分業」という場
合，その 1 は，同じ生産物の製造業者間の分業であり，その 2 は，その製造業者とそれらに必
要なサービスを提供する企業との分業である。第 1 の場合は，劣悪な技術を使わないですむレ
ベルにまで生産を分割することによって，どんな零細企業でも，ある製品の全工程中の特定の
生産工程に生産を特化さぜ，技術的観点での適正規模生産を実現する能力を持ちうるという利
点を生み出している。さらに第 2 の場合は，規模の小さい企業が共通にになっている不利(例
えば，マーケティング・人的資源の管理・財務管理などが不十分であるという不利)を，第三
の専門機関(商社・問屋・協同組合など)を利用することによって克服しようとするものであ
。。
このように，各企業が相互に分業を利用しているということは，これら企業群が一つの統合
システムをともに形成していることを意味しており，そこに，一つの生産ラインに特化した中
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小企業の地理的集積が進み，産地が形成されることになる。そして，地域内に分散的に形成さ
れた産地を核としながら，中小企業中心型の工業化が，北東部・中部イタリアで， 1980年代に
入って，急速な進展をみせたので、ある。
7. む す び
以上で， 1960年代に，イタリアの北部三角工業地帯を中心とする大企業による一貫生産体制
が行きづまりをみせはじめた時点で，国家政策の側で中小企業の果しうる役割に期待がょせら
れはじめ，つづく 1970年代の不況期に，中小企業の実績が，これら企業の根づよさを示し，さ
らに， 1980年代には，豊かな企業家精神とバイタリティーにあふれた中規模企業の群生がみら
れたとし、う事実をとりあげてきた。特に，その背景には，他の生産単位ないしは他地域への生
産分散化が一般化することによって，イタリア経済の「中小企業部門への特化」が進んだとい
う事情があり，これら一連の変化のなかで，中小企業部門の活性化が，北西部経済の建て直し
と，北東部・中部イタリアの工業化を通して，イタリア経済の今日の「奇跡」的回復に，大き
く寄与した経過を明らかにしてきた。
ただ，たしかに，この生産分散化の体制がイタリアに定着するのかどうか，さらには，中小
企業を軸とする「分散型」の農村工業化システムの今後の方向はどうなるのかーーなど，いく
つかの点で，現在，はっきりとした評価が下され難い面もあるが，いずれにせよ， 1980年代に
おけるイタリア経済の「奇跡」的回復にあたって，もともとイタリア経済を支えてきた大企業
とともに，イタリアではじめて， I中小企業」が生産のにない手として，一定の役割を果して
きた点は，高く評価されねばならないといえよう。
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